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技術名称
マルチジェット工法
（自由形状・大口径高圧噴射撹拌工法）

担当部署 事務局

NETIS登録番号 KT-140048-A 担当者 林　克彦

社名等 マルチジェット工法協会 電話番号等
03-3527-3843
https://multi-jet.jp/

技術概要

技術の概要 1. 技術開発の背景及び契機
高圧噴射攪拌工法は、従来から主として土留め底盤改良，土留め欠損防護，シール

ド発進･到達防護などの仮設用途に利用されていますが、改良半径が小さく改良形状
が限定されているため、無駄な改良部分や多量の排泥が発生し、頻繁な段取り替えが
必要でした。また近年、既設構造物の耐震補強や液状化対策、狭隘部や本設構造物
などへの適用ニーズが高まってきており、高度な品質管理が要求されてきています。

マルチジェット工法は、上記の課題を解決してコスト縮減、環境負荷低減等を図り、
近年のニーズに対応するため、改良体造成を自由形状（扇形、壁状、格子状など）か
つ大口径化するとともに、リアルタイムな施工管理および造成後早期に品質確認がで
きる高圧噴射攪拌工法として、専用小型ボーリングマシンを含めて開発したものです。

2. 技術の内容
本工法は、流体に高い圧力を与えて得られる強力なエネルギーによって地盤を切削

破壊し、硬化材と土とを攪拌混合して地盤を改良する高圧噴射攪拌工法の一種です。
　また、本工法は、従来の回転方式の改良体造成ではなく、揺動方式および非揺動方
式の各噴射装置(専用モニター)の開発により、扇形、壁状および格子状などの自由形
状の改良体造成を可能とし、高性能整流装置を内蔵したツインノズルにより大口径の
改良が可能となりました。
　また、施工状況を一元管理できる専用管理装置により、リアルタイムな施工管理が
可能となりました。

3. 技術の効果
揺動方式を採用することで自由形状の改良体の造成ができ、高性能整流装置を内

蔵したツインノズルにより、ノズル吐出量(ℓ/分)や引上時間(分/m)を調節することで、
最大半径約4.0m(直径約φ 8.0m)までの改良体造成を実現しています。
　また、施工状況を一元管理できる専用管理装置や孔曲がりを計測管理できる専用計
測器の装備により、リアルタイムでの施工管理が可能であり、ビデオコーンおよびサン
プリングコーンを使用することにより、造成直後に改良径および品質を確認することが
できます。狭隘空間や空頭制限のある箇所では、専用小型ボーリングマシンによる施
工が可能です。専用小型ボーリングマシンは、スライド機能およびターンテーブルによ
り自走で移動できます。専用ロッドは１本あたり75cmとし、小型ウインチにより施工中
の接続・切断を行います。これにより、クレーンを使用せずに施工することが可能で
す。特に、狭隘地タイプのマシンは重量が170kgでタイヤ付なので一人で移動が可能で
す。しかも高さが110cmと低いのでウインチも使わず人力だけで施工中の接続・切断が
行えます。これにより、一般個人住宅での液状化対策も可能となりました。

4. 技術の適用範囲
・従来の高圧噴射撹拌工法同等の適用地盤（砂質土（未固結）：N≦200、
粘性土：N≦9、砂礫（未固結）：N≦150）で自由形状及び大口径改良が可能です。
・改良深度は65mまで施工可能です。

5. 活用技術（2018年3月31日現在）
国の機関　　4 件　（九州　0 件、九州以外 　4 件）
自治体　　 11 件　（九州　0 件、九州以外　11 件）
公共機関  34 件　（九州　0 件、九州以外　40 件）
民　間　　　　8 件　（九州　0 件、九州以外 　8 件）
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６．写真・図・表

標準タイプ 低空頭タイプ 超小型タイプ 狭隘地型タイプ

姿図

寸法 W170×D235×H240 W130×D200×H200 W60×D75×H163 W44×D44×H110

重量 40ｔ 2.9t 0.9ｔ 0.17ｔ

空頭制限
の適用性

×
○

2.3m程度
○

2.0m程度
○

1.8m程度

改良径 φ 3.0～φ 8.0 φ 3.0～φ 8.0 φ 2.0～φ 3.0 φ 1.5～2.0

ロッド径 φ 140 φ 140 φ 73 φ 45

標準タイプ 低空頭タイプ 超小型タイプ

姿図

寸法 W170×D235×H240cm W130×D200×H200cm W60×D75×H163cm

重量 3.5t 2.0t 0.4t
分解し人力搬入組立可能

空頭制限
の適用性

× ○
2.3m程度

○
2.0m程度

ＳＩＭＡＲ工法

マルチジェット工法

浅層改良工法

標準タイプ 低空頭タイプ 超小型タイプ

姿図

寸法 W170×D235×H240cm W130×D200×H200cm W60×D75×H163cm

重量 3.5t 2.0t 0.4t
分解し人力搬入組立可能

空頭制限
の適用性

× ○
2.3m程度

○
2.0m程度

ＳＩＭＡＲ工法

マルチジェット工法

浅層改良工法

標準タイプ 低空頭タイプ 超小型タイプ

姿図

寸法 W170×D235×H240cm W130×D200×H200cm W60×D75×H163cm

重量 3.5t 2.0t 0.4t
分解し人力搬入組立可能

空頭制限
の適用性

× ○
2.3m程度

○
2.0m程度

ＳＩＭＡＲ工法

マルチジェット工法

浅層改良工法

表-1 施工状況に応じた様々な施工マシン 

4.0ｔ 

マ ル チ ジ ェ ッ ト 工 法

合理的な改良による 

コストダウン

 

 

高精度施工管理による 

信頼性の高い品質 

 

 

 

狭隘条件への 

適用性拡大 

 

 

・自由形状改良

・大口径改良

・任意径の設定

・リアルタイム管理装置

・造成直後の出来形確認

（光ファイバ温度計測）

・様々なロッド径と

  施工マシンを保有 

図-1 マルチジェット工法の３つの特徴 

φ1.5～8.0m 

原地盤（T℃） 

超高圧ジェット噴流と原地盤の温度差⊿t℃を計測 

超高圧ジェット噴流 

（T＋⊿t℃） 

光ファイバ温度計 

施工前、事前にボーリン

グ削孔を行い、光ファイ

バ温度計を埋設し CB 材

で充填する 

施工前のボーリング
削孔による埋設

光ファイバー温度計

施工前のボーリン
グ削孔による埋設ジェット噴流

ジェットと原地盤の温度差を計測

10

20
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40

9/3 16:19 9/3 16:48 9/3 17:16 9/3 17:45 9/3 18:14

測定時間

温
度

［
℃

］

1750 1500 1250

改良径が到達している深度
（温度変化により確認）
改良径が到達している深度
（温度変化により確認）

温度変化でジェット

到達を確認 

図-2 光ファイバ温度計（造成直後の出来形確認） 

・施工中のリアルタイム計測が可能

・光ファイバー温度計の全長で計測可能

→深度方向に連続測定が可能

（他社の熱電対による計測だと任意の深度情報しか得られない。）

・φ5.0m以上の場合

・特殊土（硬質粘性土、崩壊性の高い砂礫土等）

の場合に実施
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技 術 概 要 
技術名称 ピア-リフレ工法（曲げ補強仕様） 担当部署 福岡支店 技術部 
NETIS 登録番号 KT−１２００９６−Ａ 担当者 並木 智和 
社名等 オリエンタル白石株式会社 電話番号 ０９２−７６１−６９３４ 
技術の概要 １．技術開発の背景及び契機 

東日本大震災、熊本地震の発生があり、南海トラフ地震といった海溝型の巨大地
震や、首都直下地震等の大規模地震の逼迫性が指摘され、道路橋やライフラインと
して重要な水管橋などの橋脚の耐震補強が推進されています。 

従来の既設橋脚の耐震補強工法は、RC 巻立て工法や鋼板巻立て工法などがありま
すが、これらの工法は、鋼矢板などの土留め・仮締切を設置し、締切内掘削、排水
を行って作業空間を確保する必要があります。既設構造物直下の厳しい制約条件下
では、鋼矢板が短尺で多くの継施工が必要となることから、施工が困難で、工期が
⻑く、工費も⾼額となるなどの課題がありました。 

２．技術の内容 
ピア-リフレ工法（曲げ補強仕様）は、分割された補強鋼板を巻き立て、圧入し、

補強鋼板と既設橋脚の隙間でフーチングを削孔し、軸方向鉄筋をアンカー定着した
後、コンクリートを充填することによって耐震性能の向上を図ります。 

補強鋼板圧入後に狭隘な隙間で距離のあるフーチングの削孔は、既設鉄筋を切断
することのないウォータージェット工法を用いることで可能となりました。 

３．技術の効果 
ピア-リフレ工法（曲げ補強仕様）は、圧入で施工を行うため大規模な仮設（仮締

切、仮桟橋）が不要となり、以下の効果が期待できます。 
● 経済性に優れ、工期が短縮できます。
● 施工時の河積阻害率が小さく、航路や河積への影響を最小限にできます。
● 掘削および残土処理が極めて少なく、環境にやさしい。
● 堤体などの開削ができない条件でも施工できます。

４．技術の適用範囲 
・施工空間：梁下 2.3ｍ程度以上（足りない場合は盤下げや水位低下で対応可能）
・土質条件：最大礫径が補強鋼板と橋脚の隙間以上の礫質土・玉石混り土を除くあ

らゆる地盤に適用可能。 

５．活用実績（2018 年 12 月 6 日現在） 
国の機関  ０件（九州 0 件、九州以外 0 件） 
自 治 体  ２件（九州 0 件、九州以外 2 件） 
⺠  間  ０件（九州 0 件、九州以外 0 件） 
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６．写真・図・表 

図−1 工法概要 

 写真−1 正負交番載荷試験（円形）状況 

図−2 施工順序 
図−3 補強性能および設計計算の確認 
      正負交番載荷試験（円形）結果 
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技術概要 

技術名称 Fixr（チュラシマ）グラウンドアンカー工法 担当部署 九州営業所 

NETIS 登録番号 OK-170003-A 担当者 堀江 靖 

社名 サンスイ・ナビコ株式会社 電話番号 092-558-4870

技術の概要 １．技術開発の背景及び契機 

近年、社会資本ストックの老朽化（国家的社会リスク）が進展する中、適切にストックの状態を診断し

長寿命化を図ることは、国民の「日常生活における安全・安心対策の推進」にとって重要となっています。

現在、ライフサイクル延長のための対策という狭義の長寿命化の取組みに留まらず、更新を含め、将来に渡

って必要なインフラ機能を発揮し続けるために、維持管理等の取組みが進められています。一般に、斜面防

災分野で用いられている金属性グラウンドアンカーは「構成部材の腐食等による劣化」及び「軟質地盤にお

けるアンカー耐力の確保」への対応が製品の安全性・品質保持において大きな課題でした。

２．技術の内容 

Fixr（チュラシマ）グラウンドアンカー工法（以下本工法）は、荷重管理の容易さと耐食性の確保のた

めに、引張り材に耐用年数 100 年の供用が可能な ECF ストランドを用いるとともに、定着具にはステンレ

ス製のテンドングリップを用いて、定着用膨張材により ECF ストランドを付着定着し、ECF ストランドを

傷つけることなく把持する構造としています。また、一般に低強度な地盤に定着するアンカーでは耐力が

十分に得られないことが問題となりますが、この原因として、地盤の周面摩擦抵抗が小さいことのほか、

周囲の拘束力が小さいことに起因してグラウトの割裂を伴った付着破壊が荷重端から発生し、アンカー体

の実効長が短くなることが挙げられます。そこで、本工法ではグラウトの割裂を防止するため、アンカー

体部に横補強筋を配置して耐力を向上しました。これらの特徴により、本工法は長期間使用される山留工

事、地すべり抑止工事、斜面安定工事、急傾斜地崩壊防止工事、建築構造物の安定工事等、種々の目的に

使用することができ、耐食性に優れるため一般的な条件下では特別な防食対策は必要とせず、長期間のメ

ンテナンスフリーを実現しました。

３．技術の効果 

Fixr（チュラシマ）グラウンドアンカー工法の効果は以下の通りです。 

・定着具の材質をステンレス鋼鋼材に変えたことにより、防錆油による防食が不要になり、維持管理性が

向上し、トータルコストの低減が期待できます。また耐食性が向上したことにより、想定耐用年数が向上

しました。 

・アンカー体部に横補強筋を配置したことにより、グラウトの割裂発達を抑制でき、アンカー耐力が向上

しました。また、施工時の ECF ストランドのエポキシ樹脂被覆損傷を防止でき、材料の品質が向上しまし

た。 

４．技術の適用範囲 

・適用可能な範囲：アンカー設計荷重(常時)0.6Tus=768kN/本まで対応可能である。

・特に効果の高い適用範囲：海岸地域のように付着塩分量が多い環境や、施工後の維持管理が困難な箇所

でも、構成部材の耐食性が高く、防錆油等の劣化の心配がないため効果が高い。 

・適用できない範囲：特になし

５．活用実績（2018 年 11 月 30 日現在） 

国の機関 1 件（九州 0 件、九州以外 1 件） 

自治体  0 件 

民 間  1 件（九州 0 件、九州以外 1 件） 
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６．写真・図・表 

定着具・横補強鉄筋室内試験結果 

Fixr（チュラシマ）グランドアンカー構造図 

本工法の耐食構造 現場性能試験結果 
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技 術 概 要

技術名称 セメント改良固化土留壁構築工法（ＫＲ工法） 技術担当部署 ㈱クラハラ　土木部

ＮＥＴＩＳ登録番号ＫＫー120008-Ａ 技術担当者 西口　啓一

社名等 ㈱クラハラ、㈱エース（ＫＲ工法協会員） 電話番号 0743-53-4182

技術の概要 1,　技術開発の背景及び契機

・ 従来の主な仮設土留工は鋼矢板＋切梁工法であった。大きな重機と長尺材料を
使用して設置・撤去を行い、長期工程が必要であった。
・ 又、本設土留工として重力式コンクリート擁壁（無筋構造物）がある。外力の土圧、
上載荷重に対して外的に安定であり、又前記荷重に対して内的にも安全な強度で
設計されており、自立している。「重力式コンクリート擁壁が自立するのに必要な強度
は実際はいくらあればいいのだろうか（ＪＩＳのコンクリート配合では18Ｎ/mm2以下の
低強度は無い）」、　「コンクリートではなくセメントと現地土を混合して安価な擁壁を
築造できないだろうか。」　という多くの疑問・要望があった。

2,　技術の内容

・ 地山崩壊を防止するため、特許工法（平面的に千鳥施工でアーチ作用を利用し、
上下2分割施工、下部改良は土を排土せずに行う）を使用し、汎用バックホーのみを
使用して地盤をセメント改良し、セメント改良固化自立土留壁を築造する技術。
・ ＫＲ工法は重力式コンクリート擁壁が自立するのと同じ原理でセメントと現地土の
混合により、安価な仮設土留壁を築造するものである。（形状は違うが、外的・内的
に安定であれば、自立する考え方は同じ）
・ 又、セメントと現地土を混合してコンクリートブロック積工等の擁壁に代わるセメント
改良固化自立盛土擁壁、又はのり面保護工を築造することもできる工法である。

3,　技術の効果

（すぐ着工可）必要資機材はセメントと汎用バックホー（施工条件で機種選定）のみ。
（工費が安価）従来工法に比較して、施工費が安価。
（工程短縮）撤去工事が不要。
（地山の緩み無し）鋼矢板引抜き時に発生する緩み無し。
（上空架空線、橋梁床盤下等でも施工可）バックホーで施工可能。
（ボイリング、ヒービング、盤膨れ防止）掘削底面改良。
（日本で自給、自足出来る工法）セメントのみ使用。

4,　技術の摘要範囲

・ 本技術は運転手（特殊）で、バックホーによる掘削作業が出来れば施工可能。
・ 本技術の摘要範囲は、バックホーによる掘削が可能な範囲であり、軟弱地盤から

大口径礫を含む地盤まで施工可能。

5,技術の応用工法（ＫＲ杭工法： ＫＫー130012-Ａ）

・ ＫＲ工法と品質・管理が同じである（セメント改良基礎杭工ーＫＲ杭工法）を開発。
・ 本技術のマニュアルにもとづいて支持力計算を行い、形状、改良断面、改良強度

を決定する。
・ 従来工法である柱状改良杭に比較して、セン断耐力が大きく、抵抗力があるため、

地震時の建物の横揺れを低減出来る。（高振動、低振動共　約10デシベル低い）
・ 緩く堆積した飽和砂質土地盤において建物と支持層の間をセメント改良し、ブロック

式又は格子状の改良壁を築造するため、液状化現象を防止出来る。

6,　活用実績（2018年 9月30日現在）

・ 国の機関　　4件　（九州　0件、  九州以外   4 件 ）
・ 自治体   65件　（九州　0件、  九州以外  65 件）
・ 民間      　51件　（九州　0件、  九州以外  51 件）
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7,　写真・図・表 河川工事　　試掘状況（地下水噴出、地山崩壊）

新　工　法
セメント改良固化土留壁（ＫＲ工法）

セメント改良工　施工

セメント改良固化土留壁（掘削底面も改良、止水）

新　工　法 施工方法（ＫＲ工法、ＫＲ杭工法　共通）

セメント改良基礎杭工（ＫＲ杭工法）
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T
TYPE
Ver.2

－プラスチック杭に無線センサ端末を内蔵した－

TY
V

－プラスチック杭に無線センサ端末を内蔵し

斜面崩壊
センサシステム

NETIS登録番号：CB-100038-A

1その

2その

3その

4その

特　長

設定値以上の動きをすばやく検知し異常を知らせる

アクションリポート

配線不要で、プラ杭を打ち込むだけ
で簡単に設置ができる

中継装置を用いることで最大2㎞の
長距離無線通信が可能

複数の杭（最大12式）で広範囲に監
視することができる

ニーズにより警報（回転灯、サイレ
ン）だけでなくデータロガーへの保
存や、メール配信も可能

設置の流れ

現地での
電波試験

設置場所
の確定

冠水通行止

接続の確認

センサ端末の設置

杭の打込み

設置完了 中継装置の設置

受信・警報装置の設置

地すべり

安全管理
土石流

このシステムは設置した杭の角度の変化
を計測し、設定した角度以上の変動を検
知した場合、無線で遠隔に設置した受信
装置に送信し、警報装置を作動させたり
メール送信を行います。

水検知

1 2

87

4 5 6

3

受信局
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システム構成

■崩壊地の二次災害警報
■土砂ダムの崩壊警報発令
■復旧工事や対策工事などの二次災害の防止

■国土交通省砂防事務所
■都道府県（砂防）
■自治体　■建設土木会社 など

〒７０１-０２１３ 岡山市南区中畦１１８６

ホームページ／www

砂防工事
安全管理

斜面崩壊
センサ杭設置

斜面二次災害
監視

ダイポール
アンテナ

回転灯

サイレン

センサ端末

特定小電力無線 見通し２００～３００m
（426MHz帯）

通信距離 見通し約２０００m

3G or 11G
の衝撃の有無
を検知

衝撃検知傾斜検知 （標準対応）

※T3タイプは傾斜と
衝撃の検知もできます

（標準対応）

任意に
角度設定
が可能

T1
TYPE

T3
TYPE

異常出水監視

用

途

実

績

中継局

受信局

ダイポールアンテナ
ソーラー電源

※中継局は
オプション対応です

※ソーラー電源対応も
可能です

中継局

水検知
着水or 着離水を検知

（オプション対応）

受信機 送信機

受信機 制御装置 AC電源

警報装置

（データ転送）

メール送信
装置

データロガー
（データ蓄積）

LAN接続可
最大16件

〈設置風景〉

（429MHz帯）

現場の用途により機器を組み合わせることができます
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技 術 概 要 

技術概要 ドレーンシート工法 担当部署 技術部 

NETIS 登録番

号 
CB-０９０００２-ＶＥ 担当者 中村 剛 

社名 日本植生株式会社 電話番号 0868-28-0251 

技術の概要 1. 技術の背景

近年、異常気象による自然災害が各地で発生しており、なかでも台風や局地的な集中豪雨

による被害が増加し、法面土壌への雨水による侵食影響が大きくなってきています。この強い

降雨への侵食防止対策が課題となっており、従来の法面緑化に使用されている植生シートや

植生マット工法に対して改善を行い、長期に亘る優れた侵食防止性能を持たせた製品を開発

することが望まれていた。 

2. 技術の内容

当工法は、地山に密着することにより、初期及び長期の侵食に対して、優れた耐侵食性を保

持します。 濁水の発生を抑制し、水環境への影響を緩和させることを可能としたもので、施工

時期に関わらず、優れた侵食防止効果を発揮します。 そして、種子を付けたタイプでは侵食

防止を発揮しながら、緑化も果たせるようになっています。 

3. 技術の効果

少量の降雨によってシート部（裏側）が地山に密着し、さらに降雨の継続により過剰となった

水分が速やかに排出されます。又、シート部（地山側）に接着された土壌凝集剤は、土壌を団

粒化させ微粒子の流失を防ぐことができ、濁水の発生抑制に貢献し、水環境への影響緩和を

可能としたものです。 

4. 技術の適用範囲

①侵食を受けやすいのり面。

②砂質土、粘性土等侵食を受けやすい土壌。

③濁水の出やすい土壌。

※適用できない範囲は、安定していないのり面。

5. 活用実績 （平成 30 年 3 月末時点）

国の機関  48 件

  自治体   289 件 

  民間  22 件 
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6. 写真・図・表

ドレーンシート工   施工後     2 年後 

                          3 年後 

ドレーンマット工 

侵食防止を図りながら、周辺植物の侵入

が見られた現場。 

切土のり面に侵食防止用植生マットを施工。

マサ土の侵食を受けやすい土壌にもしっかり

緑化ができています。
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技術名称 道路パトロール支援サービス 担当部署 道路データ分析サービス Team

NETIS登録番号 QS-170023-A 担当者 竹川　眞理子

社名等 (株)富士通・交通道路ﾃﾞｰﾀｻｰﾋﾞｽ 電話番号 03-6252-2360

技術の概要

国の機関　 ９　件　（九州　　２件　、九州以外　７件　）　
自治体　　１８　件　（九州   ５件　、九州以外　13件　）　
民　 間　　　７　件　（九州　　1件　、九州以外　6件　上記国道委託業者）

３．技術の効果

汎用のスマートフォンを車両に設置するだけなので、従来型の点検手法と比べ点検コストの削減に
大きく寄与します。運用が容易なため、高頻度かつ継続的な測定が可能となります、日々変化する
路面の劣化状態を早期検出したり、評価結果を中長期的な補修計画としてもお役立ていただけま
す。スマートフォンを活用した技術は、道路パトロールで日々発生する現場記録（日誌）のシーンで
も活用できます。これによりパトロール報告業務にかかわる事務効率の軽減が図られます。

４．技術の適用範囲

１）適用可能な範囲
自動車が走行可能な道路。
２）効果の高い適用範囲
道路延長により目視、点検が困難であった道路（生活道）に至るまで適用可能。
３）適用できない範囲
ＧＰＳ未検出地域

２．技術の内容

５．活用実績

高度経済成長期に集中的に整備された日本の社会インフラは、今後さらに老朽化が進行していき
ます。特に地方自治体においては厳しい財政状況の中、限られた体制と予算で維持管理を実施し
ていくことは現実的に困難な状況となっており、増加する社会インフラに対して、これまでの対症療
法的な管理方法から予防保全的な管理への転換が求められています。
そうした現況の中、技術者不足を補い低コストで高い効率を実現するＩＣＴを活用した新技術に期待
が高まっています。

スマートフォンの加速度センサによって収集した情報を基に、舗装の走行性を算出します。利用者
はこの結果を参照することにより道路ネットワーク全体の舗装状態の把握・分析を行う事が可能と
なります。本技術である舗装の走行性能評価指数は、車両の揺れに基づく加速度データを基に走
行性を判断します。スマートフォンを設置する車両の状態や走行速度等による揺れ発生のばらつき
を考慮するために、複数回走行の結果を、統計処理する点が大きな特徴です。その他パトロール
中、現場ごとの作業内容をスマートフォンに入力するだけで、走行した路線とルート、点検した地点・
住所、日付と時刻を付した、パトロール日誌の自動作成機能も備えています。

１．技術開発の背景及び契機

技 術 概 要 書　（様式）
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６．写真・図・表

構成図

運用の流れ
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コンバリアＳの概要

コンバリアＳは、従来の根固めブロックの突起を迎合突起形状とし、上下左右のブロックを堅固な噛み合

わせ構造を実現した【多用途コンクリートブロック】です。

 直積、階段積等も噛み合わせ可能なため、砂防えん堤、床固め、導流堤、護岸及び土留め擁壁など広範

囲に適用できるコンクリート二次製品です。また、土木工事等仮設材、防災用備蓄材としても有効な製品

です。

用 途 

 砂防えん堤工 □ 流路工 □ 護床工 □ 水叩工 □ 床固工

 根固工 □ 床止工 □ 水制工 □ 導流堤工 □ 防災用備蓄材

規 格 

施工実績 

【導流堤】 【護床工】

規格諸元

3015

3008

10.18

7.63

Ⅰ型

Ⅱ型

1630×1630×940

1630×1630×751

1.311

1.308

型式
体積
( m3 )

参考質量
( kg )

型枠面積
( m2 )

主要部寸法
長さ×幅×高さ ( mm )

1630

1
6
30

9
40

1630 1630

9
40

7
5
1

1630

1
6
3
0

7
5
1

1630 1630

【Ⅰ型】 【Ⅱ型】
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本 社 〒060-0808 札幌市北区北八条西 3-28 （札幌エルプラザ 11F） TEL:011-736-0181 FAX:011-736-0187 
東 京 本 社 〒170-0005 東京都豊島区南大塚 3-10-10 （南大塚スクエアビル 3F） TEL:03-6907-3721 FAX:03-6907-3730 
技 術 部 〒170-0005 東京都豊島区南大塚 3-10-10 （南大塚スクエアビル 4F） TEL:03-6907-3726 FAX:03-6907-3733 
技術 研究所 〒061-1405 恵庭市戸磯 385-36 （ 恵 庭 テ ク ノ パ ー ク ） TEL:0123-34-3366 FAX:0123-34-3369 
九州 営業部 〒812-0025 福岡市博多区店屋町 8-24 （ 九 勧 呉 服 町 ﾋﾞﾙ 4 F） TEL:092-262-5755 FAX:092-262-5775 
福岡 営業所 〒812-0025 福岡市博多区店屋町 8-24 （九勧呉服町ビル 4F） TEL:092-262-5755 FAX:090-262-5775 
大分 営業所 〒879-7764 大分市上戸次 4454-1 TEL:097-597-7931 FAX:097-597-7933 
長崎 営業所 〒852-8117 長崎市平野町 23-1 （K’s 平野町 302 号室） TEL:095-894-1150 FAX:095-894-1152 
熊本 営業所 〒862-0954 熊本市中央区神水 2-9-7 （オリエント第 3 ビル 3F） TEL:096-384-6100 FAX:096-384-6130
宮崎 営業所 〒880-0802 宮崎市別府町 1-23 （ 宮 田 ビ ル 2 F ） TEL:0985-20-1331 FAX:0985-20-1338 
鹿児 島共和 〒892-0821 鹿児島市名山町 1-3 （ 鹿 児 島 ビ ル 6 F ） TEL:099-225-3881 FAX:099-225-3883 

施工実績 

参考配列例 

TG000000000 

【落差工】

【無人化施工】

【参考配列例-1】 【参考配列例-2】 【参考配列例-3】

【えん堤補修工】

【えん堤工】

【備蓄工】

30



技術名称 　GIB工法(落石衝撃緩衝工法) 担当部署 　技術委員会

NETIS登録番号 　HR-150006-A 担当者 　村田　佳久　/　大山　亮貴

社名等 　GIB工法研究会 電話番号 025-286-4443　/　022-274-3531

技術の概要

国の機関　 ０　件　（九州　　0件　、九州以外　0件　）　
自治体　　　０　件　（九州　　0件　、九州以外　0件　）　
民　 間　　　０　件　（九州　　0件　、九州以外　0件　）　

６．写真・図・表
ジオセル（緩衝枠） 標準断面図

３．技術の効果

　既設コンクリート製落石防護擁壁の受撃面にジオセル緩衝体を設置することで既設防護擁壁の
耐衝撃性能及び補強効果の向上が期待できる。

４．技術の適用範囲

・落石の重量3ton以下(実物の性能確認実験を3tonで行ったため)
・積層勾配1:0.2以上(施工上の理由より)
・最大壁高8m以下(ジオセル緩衝体の安定計算上の理由より)

５．活用実績

　既設（新設）のコンクリート製落石防護擁壁の受撃面側に立体ハニカム構造のジオセル（緩衝枠）
を設置し、中詰材に単粒土砕石6号を充填して、既設（新設）擁壁を覆うように積層することで既設
（新設）のコンクリート製落石防護擁壁の緩衝工として、耐衝撃性能を向上させることができる。

技 術 概 要 

１．技術開発の背景及び契機

コンクリート製落石防護擁壁は道路際に設置され、全国的に数多く見られる。
しかしながら、設置された斜面の風化や新たな浮き石の確認などにより、当初設置した落石条件

を上回る危険性が指摘されることがある。また緩衝体が設置されていないため落石の直撃を受け
た場合にはコンクリートのひび割れや局部破壊が発生しやすい。
　これらを改善する方法として新たな対策構造物を構築する方法がとられていたが、これらの方法
はコストがかかる上に、斜面上の構造物であれば作業の効率性も悪いという課題が残されていた。
そこで、既設コンクリート擁壁の受撃面にジオセル緩衝体を構築して、現在のストックを利用しなが
ら落石や土砂の衝撃力を緩衝させることが可能な技術を開発した。

２．技術の内容
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６．写真・図・表

重錘落下実験状況 　実験供試体

施工手順：①～⑥の繰返し作業で所定の計画高まで施工

①ジオセル設置（下段） ②中詰材投入・転圧（下

④中詰材投入・転圧（上

③ジオセル設置（上段）

⑤こぼれ出し防止材設置 ⑥アンカー筋打設
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◆特許第3718203号
ＢＳＣ工法は、国立研究開発法人土木研究所と日本

工営株式会社が共同開発した侵食防止技術です。

日本工営株式会社

BSC工法
土壌藻類を活用した自然にやさしい侵食防止技術

土壌侵食防止工法：特許第3718203号
土壌侵食防止工法：特許第4412628号
NETIS登録番号： OK-170002

【技術の概要】
バイオロジカル・ソイルクラスト（Biological 

Soil Crust：ＢＳＣ）とは、糸状菌類、土壌藻類、
地衣類および苔などが地表面の土粒子や土塊を絡
めて形成するシート状の土壌微生物のコロニーの
ことです。
ＢＳＣは植生遷移の最初に見られる自然現象で

すが、表面侵食を防止する効果を有するため、Ｂ
ＳＣを早期形成させることで、自然現象を活用し
た侵食対策になります。なお、利用している土壌
藻類は世界中に分布しているものであり、無性生
殖（クローン）で増殖することから、在来種など
への環境影響や遺伝子撹乱の心配もありません。
ＢＳＣ工法は一般的に実施されている種子吹付

工と同じ機材で実施でき、種子を土壌藻類資材
（商品名:BCS-1）に変えるだけで施工も簡単で
環境にやさしい表面侵食防止技術です。

【崩壊地、裸地状態の造成のり面など】

地表面に土壌藻類等に

よる被覆（BSC）が

早期に形成されます。

飛来種子

土壌藻類による被覆（BSC)が侵食を防止して、

侵食が進んでいきます。土の中に残っ 土中の種が流されないようにします。また周辺

ていた種や、周辺から飛んできた種は、 から飛んできた種を、流れないよう捉えます。

多くが土と一緒に流されてしまいます。

※散布箇所の条件等により、草刈り等、必要な管理作業を実施いただいてかまいません。

使用する資材の状況
日健総本社製：BSC-1

そのままの場合

　BSCに加えて自然に侵入してきた植物による被覆が進むため、更に侵食が防止されます。植物等による被覆が進まず、侵食がどんどん進んでいきます。

BSCは自然でも形成
されますが、通常は

数年程の時間が必要

BSC-1を撒いた場合

散布後約1か月の例

　散布後約3ヵ月の例
　（上の例と同じ場所）

BSC（地表）

降　雨

埋土種子

BSCにｷｬｯﾁされた種子の例

埋土種子

◆自然侵入促進工として活用できる
BSCにより侵食が防止されるため、自然な植生

遷移が始まります。人工資材を用いる既往の自然
侵入促進工と異なり、植生遷移のセオリーに則っ
た形で、周辺の植生や土壌環境に応じた植生形成
を促進します。

◆在来種等への環境影響を回避
日本国内各地はもとより、北極・南極を含め、

世界中に存在し、ＢＳＣを形成している土壌藻類
（汎存種：コスモポリタン）を利用しており、ど
こでも在来種となることから、自然植生や農作物
へ与える影響がありません。

◆リルからの侵食の拡大を抑制
既往の樹脂等による被覆対策の場合、流水が集

まるリル部から剥離・流失して侵食が拡大してい
きますが、植物である土壌藻類を活用したＢＳＣ
工法の場合は、水分条件が比較的良いリル部にＢ
ＳＣがよく発達し、侵食の拡大を防止します。

技術の特徴

15日後 35日後散布日

79日後 91日後56日後

土壌藻類資材のお求め先

ＢＳＣ工法に用いる土壌藻類資材（商品名：ＢＳＣ-1）は、株
式会社日健総本社が製造し各地域の代理店を通して販売してい
ます。ＢＳＣ資材をお求めの際は下記にお問い合わせ下さい。

【土壌藻類資材BSC-1販売元】
株式会社 日健総本社
〒501-6255岐阜県羽島市福寿町浅平1-32
Tel.058-393-0500,Fax.058-391-3457

侵食防止及び植生侵入促進のため法面崩壊箇所に適用した例

施工後のBSCの形成と植生の侵入状況の例（渓岸崩壊箇所）

● リル侵食の拡大（ガリ化）を防止する。
● 急勾配や岩上も遷移促進できる場合有。

3ヵ月後

リル内に良く発達し、侵食の
拡大を防止（従来技術と逆）

9ヵ月後
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①水分条件による特徴：通常、緑化が可能な環境であればBSC が発達しますが、強い乾燥・水分過多など通常でも緑化困難な条件の場所には適していません。

 
森林に囲まれた適度な湿度を保つ場所

だが、植生侵入が無く、侵食が発生。 

施工半月ほどで BSC が形成され、コ

ケや草本の発芽等も確認されている。

橋梁直下で降雨がないため、乾燥が強

く BSC 発達鈍化（みず道では形成）。 

湧水により基盤に気相がない。水分過

多のためBSC形成及び植生侵入困難。 

②積雪条件による特徴：しっかり BSCが形成されると積雪・融雪を経ても効果が持続しますが、BSC形成前に積雪・融雪があると肥料等が流失し、形成困難です。 

寒冷地（北海道）での施工例。夏季の

施工後すぐにBSC形成し草本が生育。 

約 1 箇年経過。降雪・融雪を経ても、

BSC が侵食を防止し、植生が再萌芽。 

降雪直前の北海道施工箇所。施工後す

くに積雪発生（BSC 形成前に積雪）。 

活着前に資材等が融雪により流出した

ため、BSC形成及び植生侵入はわずか。 

③施工時期による特徴：藻類も植物であるため、冬季など植物の成長が休止・鈍化する季節に施工すると、同様に BSC の形成も鈍化します（侵入は春以降）。 

晩秋に砂礫質の法面に施工した例。冬

季は植物の侵入・萌芽は見られない。 

春以降に周辺からの飛来種子等が発芽。

BSCは薄いが表土が安定し生育良好。 

晩秋にマサ土の法面に施工した例。冬

季は植物の侵入・萌芽はごくわずか。 

春季になり草本類の侵入が旺盛。BSC

は薄いが全面に見られ、侵食を防止。 

④植生形成に関する特徴：種子を含まない工法のため、BSC形成後の植生の侵入・発達状況は、施工箇所の埋土種子や周辺の植生の有無・種類等に影響されます。 

橋梁工事用の仮設構台設置により植生

が衰退し荒れた斜面に実施（撤去後）。 

台風等もあったが、侵食が防止され、

種子が発芽して、早期に植生が回復。 

自然侵入促進工のため、種子の飛来、

埋土種子が少ないとギャップを形成。 

ただし BSC は形成されて侵食は防止

されており、追って植生が侵入する。 

⑤その他 BSC 工法の特徴を示す事例： 左側：侵食防止効果に関する例   右側：施工方法や適用方法に関する例 

BSC 施工の有無についての比較試験。

未施工箇所は表面侵食により再度崩落。 

周辺植生の侵入は未だだが100㎜/日

以上の降雨を複数経ても侵食なし。 

低い法面等なら水中ポンプ等でも施工

可能（資材濃度等については要調整）。 

水中ポンプ施工箇所：2 ヶ月で BSC

の形成と旺盛な草本の侵入、成長を確

認。 

BSC 工法施工箇所：周辺から侵入した

草本が旺盛に繁茂。隙間にも植生侵入。 

種子吹付箇所：散布種子(＋飛来種子)や

地表面の土が流失し発芽後も生育不良。 

侵食で基盤が露出・肥料分が流出し、

生育不良状態の植生シート工の現場。 

そのままシート上からBSC工法を施工

した結果、生育不良部分にも植生繁茂。 

一部みず道のみ繁茂 

早期に BSC 形成 

BSC は形成 

BSC 未施工 BSC 施工 

平成 30 年 6 月 

（施工後 8 ヶ月） 

平成 30 年 3 月末時点 平成 30 年 5 月時点（施工後 2 ヶ月） 

平成 27 年 4 月 

（施工時） 
平成 27 年 7 月

（施工後 3 ヶ月で繁茂）

平成 30 年 5 月 

（施工後 6 ヶ月） 
拡大した様子 

平成 30 年 7 月 

（施工後 2 ヶ月） 

平成 30 年 7 月（施工後 8 ヶ月） 

平成 30 年 7 月 

（施工後 8 ヶ月） 

平成 29 年 7 月 

（施工後 0.5 ヶ月） 

平成 29 年 6 月 

（施工後 11 ヶ月） 

平成 29 年 10 月 

（施工前） 

平成 30 年 6 月 

（施工後 8 ヶ月） 

BSC 施工箇所 

平成 30 年 2 月 

（施工後 3 ヶ月） 

湧水で写真が白く反射 

削るとBSCが剥がれ異なる

色の土壌が確認できる。 

水中ポンプ 

平成 30 年 5 月（施工時） 平成 30 年 7 月（施工後 2 ヶ月） 

BSC工法 種子吹付 

シラス切土面

BSC 施工箇所 

施工実績からみた「BSC工法」の特徴 日本工営株式会社

【基本事項】
・BSCを構成する藻類は植物なので、通常緑化できないような基盤条件下（強い乾燥・水分過多等）では、BSCの形成も困難です。
・自然侵入促進工のため、その後の植生の侵入・発達状況は、基盤条件のほか、周辺の植生や天候・時期など環境条件に影響されます。

【特徴的な施工事例の紹介】

34



法面作業構台
ロックボルト工事用構台システムロックボルト工事用構台システム

法面シリーズ
のり  めん

NETIS（国土交通省 新技術情報システム）

法面のロックボルト工事での削孔機などを乗せるユニット足場です。
ロックボルト工事に特化し、専用部材を使用することで部材の簡略化と
安全かつスピーディーな設置を可能にした画期的な構台システムです。

（PAT.P）

KT-160136-A登録
番号

3054

122
5 1
225
122
5

ビーム支持フレーム

合板足場板等ロングトラスビーム

ロングブレース

福岡支店
福岡県福岡市博多区中呉服町 1-6 祐徳ビル 4F
TEL 092-262-1641
H P  https://www.nisso-sangyo.co.jp
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